The `Concerned\u27 and the `Unconcerned\u27 in the Great East Japan Earthquake: An Anthropological Study of the Perceptions of the Great East Japan Earthquake by 木村  浩平
災害の彼岸と此岸 : 東日本大震災における被災認
識の人類学的研究
著者 木村  浩平
雑誌名 東北人類学論壇
号 13
ページ 165-187
発行年 2014-03-31
URL http://hdl.handle.net/10097/57286
東北人類学論壇 Tohoku Anthropological Exchange 13: 165-187 (2014) 
 
 
災害の彼岸と此岸 
－東日本大震災における被災認識の人類学的研究 
 
木村 浩平 
 
1．はじめに 
 
 2011 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災は地震、津波、原子力災害など多くの異
なる側面を持つ極めて巨大な災害であった。その影響が及んだ範囲は広く、災害の境
界を定義することも容易ではない。 震災被害を受けた人々に目を向けた際にも、政府
や公的機関の定義する「被災者」と、一般的に用いられる被災者とは必ずしも一致し
ておらず、被災認識や災害の当事者意識についても大きな差が生まれていると推察で
きる。 
 筆者は東日本発生時、実家のある秋田県に滞在していた。震災被害は非常に少なく、
電気や物資の回復も非常に早かった。後に仙台へ戻って生活する中で「頑張ろう東北」
というスローガンを初めとする「東北」という被災領域の設定に疑問を感じ、同時に
自身がその災害内部に含まれる者として扱われることに罪悪感や申し訳なさを覚えた。 
 本研究の目的は、自身が感じた上記のような被災認識の源、及び茫洋とした震災の
輪郭を今一度問い直すために、東日本大震災の境界と当事者性がいかなるものかを明
らかにすることである。研究の手法は、インタビュー調査、文献調査、震災に関する
流言蜚語の事例収集を用いている。インタビュー調査では、物理的な断絶と震災の影
響・被災認識の関係性について探るために、震災発生時に海外に滞在していた人々を
対象として、情報の入手経路やタイミング、その後の対応について聞き取りを行った。
文献調査では、『週刊現代』、『女性自身』、『週刊春秋』の週刊誌 3 誌を対象として、東
日本大震災の発生から約半年間の震災に関する記事を調査した。この調査では、緊急
性が低く政府や自治体の公式発表とも異なる災害情報を調査することで、震災の話題
とそれ以外の話題の境界、そして震災と震災以降の日常の境界を探る試みを行ってい
る。流言蜚語の事例収集は、インターネット上、特に Twitter を利用して拡散された
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事例を収集して分析し、グローバル化・情報化した現代災害で災害がどの様に語られ
ているのかを探っている。 
 本文中では災害について、｢災害因（disaster agent）による環境変化の総和が個人
や社会の適応能力を超えた状況｣という田中ら(1986: 4)の定義を用いる。災害因は自然
現象に限定されず、人為的な行動に端を発するもの、社会と技術が発達した結果とし
て発生したものも災害として扱われる。本研究では災害因による人災と天災の区別は
行わないものとする。 
 
2．研究の背景 
  
ここでは過去の災害において情報がどの様に伝達および受容され、災害内部と外部
がどの様な関係にあったのかを探っていく。社会と人々は災害を経験する度に、その
対応や適応の方法を災害文化として蓄積していく。東日本大震災を構成する地震、津
波、原子力災害等の個別災害と関連する災害事例について探ることで、現代に至る災
害環境の変化と蓄積された災害文化の変遷、東日本大震災の特殊性を明らかにする事
が目的である。 
 
(1) 安政江戸地震(1855 年) 
安政江戸地震は安政 2 年 10 月 2 日(1855 年 11 月 11 日)の深夜 10 時頃に発生した
M6.9 と推定される直下型地震であり、江戸における体感震度は 5 弱から 6 強であっ
た (北原 1987, 2012 )。町奉行所による集計では死者 4,297 人、倒壊家屋 14,346 軒と
1,727 棟、土蔵 1,400 戸が潰れるという被害が出た(北原 2012)。災害の第一報は、地
形の影響を受けて前後する部分があるものの、基本的には江戸を中心とした同心円状
に拡がっている。この災害情報はすぐに地方へ向けて発信されることになるが、伝達
手段として飛脚が用いられ、第一報が届くまでには相応の日数を要している(北原
1987: 3)。災害情報の伝達と受容には災害以前に組織された飛脚制度や身分階層が大
きく影響した。街道で人馬の引き継ぎなどを担う宿問場はその性質上、飛脚から情報
のリークを受けることで他の農民等より速く情報を入手できた。普段からの江戸や飛
脚との繋がりが強い商家も、情報や江戸市内で辻売りされた瓦版等をいち早く手に入
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れることが可能であった。藩の単位で伝達された災害情報は、藩主や藩主夫人、及び
その家族の安否を伝えることが最重要目的とされた。地方と災害地(江戸)の関係は、
御用金や労働力の提供元と提供先であり、その関係性は当時の身分制度や社会基盤に
則した限定的なものだった(北原 1987, 2012 )。 
 
(2) 明治三陸大津波(1896 年) 
 明治三陸大津波は明治 29(1896)年 6 月 15 日の午後 8 時頃に三陸沖で発生した明治
三陸地震に伴う津波災害であり、三陸沿岸を中心に死者 22,000 人、倒壊家屋 1,844
棟、流出家屋 8,524 棟、船舶流出破損 6,930 という極めて大きな被害が発生した(内閣
府 2005a; 田中他 2012: 221)。青森県、岩手県、宮城県の太平洋沿岸部が大きな被害
を受け、人口の 83 パーセントを失った田老村(現宮古市)の様に、壊滅的な被害を受け
た自治体も存在した。被害額は当時の貨幣で 710 万円から 870 万円程度と推測され、
日本の国家予算の 1 割程度に相当する金額であった(内閣府 2005b)。死者･行方不明者
数は明治以降の津波災害の中で最大であり、遡上波高も東日本大震災において更新さ
れるまでは観測史上最高の 38.2 メートルを記録していた(田中他 2012:221)。その津
波被害と被災範囲は「三陸」の名称を用いて報道された。米地と今泉は、現在用いら
れる三陸という名称と指示範囲が明治三陸大津波を報道する新聞用語として人々に広
く知られ、定着した可能性を示唆している(米地・今泉 1994) 1。津波被害が広く報道
されたことによって全国各地で義捐金が募られ(廣井 1983)、盛岡からは災害ボランテ
ィアも派遣されている(内閣府 2005c)。過去にも津波被害は発生していたが、災害文
化の形成は不完全であり、津波を目視してから逃げ始めた者も多かった(田中他 2012: 
227-228)。 
 
(3) 関東大震災(1923 年) 
 関東大震災は大正 12 年(1923 年)9 月 1 日の午前 11 時 58 分 44 秒、北緯 35.2 度、
東経 139.3 度の海底で発生したマグチュード 7.9 の関東地震に起因する災害である(廣
井 1987)。神奈川県、東京府、千葉県、埼玉県、山梨県、静岡県、茨城県で合計 105,385
1 2 人によると、三陸は明治元年に陸奥国が「磐城」、「岩代」、「陸前」、「陸中」、「陸奥」
に分割されて以降に成立した比較的新しい地名であり、明治三陸大津波報道以前は地元で
あっても同範囲を三陸と呼ぶ機会は少なかった。 
167 
 
                                                   
東北人類学論壇 Tohoku Anthropological Exchange 13: 165-187 (2014) 
 
人の死者･行方不明者が報告されており、大部分が東京市と横浜市に集中している(内
閣府 2007)。地震は火災や津波を伴い、全体の 8 割以上の犠牲者が火災によるもので
ある。電気や水道といった生活に必要不可欠なライフラインは途絶し、道路や線路も
一部使用不可能となった。災害情報の伝達には、東京から地方へと方向性が限定され
た郵便や電報が用いられた。社屋の損壊などにより当初は機能マヒに陥っていた新聞
も 4 日には号外を出している。内閣が組織した臨時震災救護事務局も「震災彙報」を
発行し、流言蜚語の抑制や復旧状況の告知などを行っている。鉄道復旧後は、罹災者
に限り各地方への無賃乗車が許可された。政府は安全面や物資の不足を理由として、
震災と無関係な上京を控えるように声明を出したが、東京に滞在していた家族や親類
を捜すために東京入りする人も多く見られた(廣井 1986)。 
 
(4) チェルノブイリ原子力発電所事故(1986 年) 
 1986 年 4 月 26 日、ソビエト連邦(現ウクライナ)のチェルノブイリ事原子力発電所 4
号機で発生した大規模な原子力事故の結果、放射性物質は広域に拡散し、現在のウク
ライナ、ベラルーシ、ロシアの 3 国にあたる地域でおよそ 40 万人の人々が立ち退き
を強いられた(東 2013: 11)。大矢根は原子力災害の特性として「感知不可能性」、「不
安感」、「災害文化が定着していない」、「明確な責任主体」を挙げている(大屋根 2007: 
179)。この「明確な責任主体 2」は「災害情報を伝達しない」という他の災害とは異
なる事態を引き起こすこととなった。 
 
(5) 阪神･淡路大震災(1995 年) 
 平成 7 年(1995 年)1 月 17 日午前 5 時 46 分、淡路島北緯 34 度 36 分、東経 135 度
02 分、深さ 16km を震源とするマグニチュード 7.2 の地震が発生した。当初は「平成
7(1995 年)年兵庫県南部地震」と命名されたが、被害の規模の大きさや復旧･復興推進
へ向けた統一名称の必要性を考慮し、災害名は「阪神･淡路大震災」となった。関連死
を含めると死者は 6,432 名に及び、行方不明者 3 名、負傷者 43,792 名という大きな人
的被害を出した(内閣府 2011)。中井は阪神･淡路大震災で大きく活躍した情報伝達手
2 責任主体について建設提唱者、事故発生時の実務者、当時の社会的構造等などの様に細
分化して厳密に定義することは本文ではしない。ここではおおよそ当時のソビエト連邦共
産党を指す言葉として用いている。 
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段としてテレビを挙げている(中井 2011: 36)。同時にコピー機やファックス、ワード
プロセッサーも情報の伝達拡散に大きく貢献し、災害情報の伝達が電子化され、広域
性と即時性を得たことで、より多量の救援物資とボランティアが動員された(中井 
2011)。当時の普及度から必ずしも大きな効果を上げたわけではないが、インターネッ
トとパソコン通信も情報ボランティアとして利用され、その有効性を示した。 
 
(6) スマトラ島沖地震(2004 年) 
2004 年 12 月 26 日、現地時間の 7 時 58 分 49 秒、スマトラ島北西部沖を震源とし
た M9.1 の巨大地震は、後に 2004 年スマトラ島沖地震と呼ばれる(インド洋地震津波
災害調査研究グループ 2004; 田中他 2012)。津波は地震発生後 30 分から 1 時間でス
マトラ島沿岸、2 時間程度でタイやスリランカ、3 時間でインド東海岸、8 時間後には
アフリカ東海岸に到達し、死者 22 万人以上という極めて大きな被害を出した。本災害
において津波被害は個人によって撮影され、災害そのものの映像が世界中で共有され
た。また災害発生がクリスマス休暇中だったことから、多くの観光客が津波被害を受
けた。田中らはこれらの点から、本災害を「グローバルな災害」と定義している(田中
他 2012: 113)。津波に関する議論や支援の枠組みは世界中に拡がり、124の国際NGO、
430 の国内 NGO がこの災害の被災者と被災地域に支援を行ったとされる(田中他 
2012:117)。 
 
(7) 小括 
これらの事例から、災害情報は情報技術の発展と情報伝達手段の増大に伴って即時
化・広域化していると言える。災害はリアルタイムに多くの人の間で共有される出来
事となった。災害内部と外部の関係も個人化が進み、募金やボランティアなど支援行
動も多様化している。東日本大震災が発生した 2011 年はこれらの傾向をより推し進
めた状況となっている。また、東日本大震災は地震・津波・原子力災害という個別の
災害要因が複合し、かつ広大な藩医に影響を及ぼした巨大災害である。事例としたそ
れぞれの災害文化、それぞれの情報的特色を受け継いでいると考えられるが、単一の
災害的側面のみで全容を把握できるものではない。 
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3．インタビュー調査 
 
 本調査では、東北地方太平洋沖地震発生時に日本を離れ海外に滞在していた 9 名の
人々をインフォーマントとして、災害情報の取得や被災認識についてインタビュー調
査を行った。本調査でインタビューを行ったインフォーマントは、全員が震災で大き
く被害を受けた地域としてしばしば言及される東北地方に縁のある人物である。また、
物理的断絶の影響を明確にするために、震災発生時に仙台市内に滞在していたインフ
ォーマント 2 名にもインタビューを行っている(表 3-1)。 
 
表 3-1 インフォーマント一覧 
名前 性別 滞在地 出身地 滞在目的 
G 氏 男性 アメリカ･サンディエゴ 宮城県 語学留学 
T 氏 男性 イギリス･ケンブリッジ 兵庫県 調査 
A 氏 女性 オランダ･ライデン 宮城県 調査 
M 氏 女性 韓国･テグ 秋田県 調査･勤務 
L 氏 女性 韓国･ソウル 韓国 会議出席 
S 氏 男性 インド･デリー近郊 福島県 インターン 
K 氏 女性 中国･厦門 沖縄県 調査 
Y 氏 女性 中国･上海 福島県 調査 
N 氏 男性 インドネシア･ジャカルタ 宮城県 旅行 
E 氏 男性 仙台市内 秋田県 学業 
I 氏 男性 仙台市内 秋田県 学業 
出所：筆者作成 
 
(1) 第一報の取得 
第一報の取得に注目すると、その情報伝達手段にはテレビやラジオ、新聞といった
マスメディアよりも、個人的な情報伝達手段が多く用いられている。例えば T 氏はフ
ランスの友人から送られた｢Tunami!｣というメールで地震と津波の発生を知った。電
話やメールを使った情報伝達では、情報提供者が日本国内にいる場合とインフォーマ
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ントが滞在している国にいる場合の双方が確認できた。また、インターネットのニュ
ースやウェブサービスを利用して第一報を入手するケースも多く見られた。S 氏は
Twitter を利用中に震災が発生したため、発生とほぼ同時に第一報を入手している。
東日本大震災では、文章による従来型のインターネットニュースだけでなく、テレビ
で放送されるニュース番組も Ustream などの動画配信サービスを用いてインターネ
ット上で拡散された。ウェブサービスとしては Skype や Twitter が用いられていた。
端末を確認するタイミングや時刻による差はあるものの、それらのツールを利用しさ
えすれば、どのインフォーマントもかなり早期に第一報を入手できた。 
 
(2) 途絶した伝達手段 
一方、携帯電話やメールは日本国内との連絡機能を一時的に喪失した。多くのイン
フォーマントが第一報取得後に家族や知人との連絡を試みているが、全く連絡が取れ
ない、あるいは一度連絡が取れたものの、暫くすると連絡不能になっている。G 氏は
留学先の教師からも支援を受けて仙台市内の家族と連絡を取ろうとしたが、やっと連
絡が取れたのは日曜日の夜になってからだった(震災の発生は金曜日)。M 氏は東京の
家族と秋田に住む親族と連絡を取ろうとしたが通じず、東京には 12 日、秋田には 13
日になってからようやく連絡することができた。この機能不全は、基地局と回線の被
災、通信回線の輻輳、停電による電源喪失が主な原因だと推察できる。 
 
(3) 多様な情報経路 
第一報取得以降の災害情報についても、かつての災害と比較すると非常に多様な経
路での入手が可能になっている。S 氏は Twitter で情報収集を行うと共に、リツイー
ト機能を用いて情報の発信と拡散も行った。メールや Twitter、Skype といった個人
的な情報メディアが発達して多く用いられる一方で、テレビ報道の影響力も依然大き
い。G 氏は「イシノマキ」、「ミナミサンリク」、「フクシマ」等、それまでは海外で眼
にすることなどまずなかった地名が津波の映像と共に繰り返し報道されていたことが
強く印象に残ったという。国内のテレビ報道もインターネットを介して海外での視聴
が可能となっていた。映像の取捨選択や演出の方法により、国内では静止画のみだっ
た原発事故の映像が海外では動画で報道されるなど、同じ災害についての報道でも国
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内と国内での様々な差異が確認されている。ウェブサービスとしては上記の Skype や
Twitter に加えて Mixi、まとめサイト、パーソンファインダー、ドロップボックス等
が情報入手と拡散、安否確認などに利用された。 
 
(4) 支援行動と反応 
 東日本大震災の影響を受けて、インフォーマントの滞在先では募金活動やチャリテ
ィなどの試みが行われた。現地の人々から家族の安否や帰国について心配されること
もあり、励ましの言葉を掛けられたインフォーマンも少なくない。G 氏が留学中に通
っていた学校では教師の支援を受けて募金運動が行われ、S 氏が滞在していたインド
では学生が主体となって宗教団体を通して日本へ義捐金を送った。またK氏によると、
中国では原発事故を受けて塩が買い占められるという事態が発生したという。これは
「塩が放射能を体外に排出する」、「海が放射能で汚染されるので塩が入手出来なくな
る」という 2 つの流言蜚語が拡散された結果のものであった。また M 氏によると、韓
国でも「放射能を含んだ雨が降るので傘を差すべき」という流言蜚語が確認されたと
いう。 
 
(5) 災害意識 
 災害意識についての質問では、地域的なアイデンティティだけでなく、帰国時期や
災害時の行動などによって様々な違いが現れた。G 氏や S 氏は震災について現実感の
無さや非現実感を強く覚えたという。T 氏は東日本大震災を「天災」と定義すること
について「誰のせいにも出来ず、責任を失わせてしまう」として否定的であり、「被災
したかどうかは、震災の被害が一時的か、永続的かによって変わるのではないか」と
述べている。一方 A 氏は「人災」という定義について、「責任をどこに置くかによって
は過去を攻めることに結びついて、防げたかもしれないという後悔を生むと思う」と述べ
ており、被災については「揺れにあった人は被災者と言えるかも」と述べている。K 氏は
震災以前から長く中国に滞在し、帰国も震災から半年以上たった後だったために、日本国
内が想像していたより普通だという安心感を覚えている。一方、東日本大震災という全国
規模の出来事が発生した時間を共有していないことについて「後ろめたさのような居心地
の悪いものを感じている」と述べている。Y 氏は比較的早い段階で帰国し、家族へ配送す
172 
 
木村 災害の彼岸と此岸 
る物資の収集や、家族を放射線被害から保護するための対策など様々なことを行っている。
Y 氏は東北地方全体に広く地縁があり、三陸地方にも思い出があるため、上記のような行
動を行ったことも踏まえて、「私は自分のことを(東日本大震災の)当事者だと思っている」
と述べた。 
 
(6) 仙台市内の被災 
 仙台市内における被災体験では、地震の揺れそれ自体が災害の第一報となっている。
しかし海外滞在者が比較的早い段階で大きな津波被害と原子力災害の発生を知ったの
に対し、災害の全体を把握することは容易ではなかった。E 氏は仙台に来ていた家族
と共に、I 氏は部活の友人と共に行動し、食料や情報の収集に奔走していた。電力・
水道・ガスといったライフラインの途絶、食糧や物資の不足という問題により、情報
収集に割ける時間は多くなく、災害の中心から近い位置にいながら、震災についての
認識は非常に限定的なものに留まっていた。E 氏が津波被害の大きさについて知った
のは震災の翌日であり、原発事故について知ったのは 20 日になって秋田に帰省した後
だった。 
 
(7) 小括 
 上記の様に災害情報は即時化、広域化し、その伝達手段においてもコンピューター
ネットワークを用いることによるサイバライズド、そしてマスメディアだけではなく
個人発信のメディアを多分に利用したパーソナライズドといった傾向が見られた。ま
た、手許に残すことの出来る新聞のような印刷物、繰り返し同じ映像を報道するテレ
ビの存在の意義は災害情報の伝達において決して小さなものでない。情報伝達手段は
多様化したが、電話やメールの様な途絶した情報手段は、必ずしも他の手段で代用で
きるわけではない。災害が広域に伝達されて影響を及ぼすこと、即ちグローバル化す
るということは、災害全体の伝達・影響範囲を底上げしているのではなく、一部分を
引き伸ばしているに過ぎないという可能性を我々は心に留めておく必要がある。 
 仙台市内と海外滞在者の事例を比較すると、停電や揺れを体験していない人々、し
ばしば災害外部とみなされるような地域にいた人々の方が災害の全体像を正確に把握
できていたと言える。情報化が進んだ現代の災害では、災害中心からの距離と災害情
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報の入手量に相関関係はないと判断することが出来る。一方で、物理的な隔たりは直
接的な干渉や体験に対しては大きな壁となる。その結果、情報を知ることはできるが
実際に体験は出来ない、直接支援ができないという状況が往々にして生まれることに
なる。出来ることが制限された状況は無力感を覚えさせ、共通体験の欠如はコミュニ
ティ内で疎外感や体験の語りにくさを生む原因となる。災害中心からの距離、及び物
理的な断絶と体験の欠如は、災害の境界を設定する唯一の判断基準ではないが、災害
に関わる姿勢を限定的なものにするという点で重要な要素だと言える。 
 
4．週刊誌調査 
  
ここでは週刊現代(講談社)、女性自身(光文社)、週刊文春(文藝春秋)の週刊誌 3 誌にお
ける震災関連報道を、約半年間に渡って調査している。この 3 誌を選択した理由は、
グラビアなどを多数掲載する男性週刊誌である『週刊現代』、女性向け週刊誌である『女
性自身』、文芸記事とコラムの多い『週刊文春』という方向性の異なる週刊誌を調査す
ることで、災害の境界について多面的な知見を得られると考えたためである。半年間
という期限は、実際の復興復旧以外の心情的な面ではキリの良い時間経過が 1 つの区
切りになると考えたこと、実際にその時期になると震災関連の記事が大幅に減少して
いることから設定したものである。調査では表紙、グラビア、文章記事、コラム、漫
画、プレゼントコーナー、編集後記等雑誌の全体を対象とした。 
 
(1) 雑誌の傾向 
週刊現代はホワイトカラーのサラリーマン等を対象とした男性向けの記事が多く、
オンライン購読では「政治」「社会」「風俗」「経済」「芸能・スポーツ」といったカテ
ゴリー分けがされている。震災に関する報道は 3 月 19 日発売の 4 月 2 日号から掲載
しており、特に巻頭と巻末のグラビアコーナーに大きくページを割いている。〔福島第
一原発 隠された真実〕〔菅直人という「風評被害」〕といった見出しで政府の対応や隠
蔽体質を指摘する記事 (週刊現代 2011 年 3 月 28 日)、〔続・東日本大震災の記憶 帰
らぬ人よ〕(週刊現代 2011 年 3 月 28 日)、〔宮城県石巻市立大川小学校「たった 5 人
の卒業式」もう君たちは戻ってこないのか〕(週刊現代 2011 年 4 月 4 日)などと題し
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たドキュメンタリー調の記事が多く見られる。調査期間中は、4 コマ漫画を含む 2 本
の漫画が連載されており、4 コマ漫画ではしばしば震災に関する話題が扱われた。日
本各地の鉄道や宿泊施設、グルメに関するコーナーが掲載されることがある。中には
震災被害を受けた店舗や産業の活性化を目的とした記事もあり、三陸鉄道の現状を伝
えるコーナーでは基金も募られた。 
 『女性自身』は女性向けの週刊誌であり、オンライン上では「ニュース」「エンタメ」
「韓流」「ビューティ&ヘルス」「ライフ&マネー」「開運ナビ」というカテゴリー分け
がされている。全体的に短い記事が多く、震災に関する記事もそれ以外の記事も 1 ペ
ージを割いて写真に長めのキャプションを添えているという形式のものが多い。震災
に関する報道は 3 月 15 日発売の 3 月 29 日号から扱っているが、他の 2 誌と比較する
とそれが全体に占める割合は少ない。表紙を飾る芸能人からのメッセージが記事にな
っていることも多く、震災関連記事には「力を一つに、心を一つに」というスローガ
ンとロゴマークが付属している。〔大事な家族も、無事に避難できました 助かった犬〕
といった被災ペットに関する記事、〔原発被曝極限の現場を行く!予定日は3月29日 臨
月母負けない! 「生まれてくる娘だけが希望だから…」〕といった女性や子どもに関す
る記事、〔雅子さま “帰宅難民”の母子たちに届けたぬくもりのコンソメスープ〕と
いった皇室に関する記事が多く、被災ペットに関するコーナーは継続して連載された
(女性自身 2011 年 3 月 22 日)。女性の読者層を意識した紙面構成のためか、災害の影
響でも特に家庭生活に関連するものを多く扱っている。原発事故に関する記事では〔夏
の電力不足 太陽光は救世主になれる!?〕の様な電気料金に関するもの(女性自身 
2011 年 4 月 5 日)、〔内部被曝 リスク回避する「魚の選び方・食べ方」〕といった食生
活に関連する記事(女性自身 2011 年 4 月 12 日)が多い。広告記事にはパワーストーン
などスピリチュアルに関するものが多く見られ、〔「東北に明るい光を――」特別メッ
セージ&チャリティバザー密着 寂聴「信じましょう。祈りましょう。」〕といった宗教・
スピリチュアル関係者のメッセージに関する記事も掲載される(女性自身 2011年4月
12 日)。 
 『週刊文春』は男性向け週刊誌であり、連載コラムや書籍の紹介記事が掲載される
ことが多い。週刊文春 WEB では「政治・経済」、「社会・生活」、「スポーツ」、「芸能・
エンタメ」、「読書」、「人」というカテゴリー分けが行われている。震災に関する報道
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は 3 月 17 日発売の 3 月 24 日号から取り扱っている。巻頭と巻末に大きくページを割
いたグラビアコーナーが存在し、週刊現代ほどではないが、遺体等の過激な写真も掲
載されている。〔新聞・テレビではわからない大震災〕に代表されるテレビや新聞に掲
載されない裏の情報を扱う体の記事が見られる一方、〔テレビ NHK レギュラーで全
局制覇。たけしが TV に出続ける事情〕の様にテレビ番組や芸能人を話題とした記事
も多い(週刊文春 2011 年 4 月 7 日)。コラムも非常に幅が広く、経済政策に注目した
もの、質問コーナーを主体としたもの、漫画形式のもの、書籍紹介を兼ねたもの、車
に関するもの、将棋に関するものなど様々な方向性で連載されており、震災直後には
全てのコラムが何らかの形で震災に関する話題を扱っていた。〔伊集院静の「悩むが
花」〕は読者から寄せられた質問に答えるコーナーであり、〈揺さぶられた時にこそ、
男の真価は問われるぞ〉(週刊文春 2011 年 3 月 24 日)と題した回で扱われた質問は全
て震災関連のものであった。〔先ちゃんの浮いたり沈んだり〕は将棋に関する話題を扱
うコラムであり、将棋会館での被災、余震の中で続行された対局について語られてい
る(週刊文春 2011 年 3 月 24 日)。〔夜ふけのなわとび〕(週刊文春 2011 年 4 月 14 日)
では、罪悪感を逃れる効果のあるボランティアやチャリティについて言及しており、
他のコラムでもボランティアや募金の話題はしばしば見られる。震災関連記事、特に
原発事故に関する記事では〔官僚、秘書、政治部記者 75 人アンケート“バカ菅”では
もう無理 「危機に強い総理」は誰だ!〕(週刊文春 2011 年 4 月 27 日)の様に、政権を
糾弾する方向性のものが多い印象を受ける。 
 
(2) 震災関連記事の変遷 
3 誌に共通する特徴として指摘できるのは、時間の経過に伴って原発事故に関する
記事の割合が増加しているということである。初期においては、津波被災地の様子や
津波被災者の足跡を追う記事が重視されているが、徐々にグラビアコーナー等でも〔原
発列島ニッポンの虚実 神の火 原発(MarkⅠ型)の最深部を視る〕(週刊現代 2011 年
4 月 18 日)といった原子力発電所の図解や、〔原発 30km 圏内 放射能が変えた「人生」 
南相馬 そして最終バスは出て行った〕(週刊現代 2011 年 4 月 4 日)といった立ち入り
制限区域の惨状といった記事が中心となっていく。また、原発事故に関する話題は徐々
に原子力発電所に関する話題や、〔節電&猛暑ニッポンを救う 五郎エコ!〕(2011 年 7
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月 19 日)といった日常生活に関する話題に同化していく。週刊現代や週刊文春では特
に前者の傾向が強く、災害の話題は原発の話題へ、原発の話題は政治の話題へと重心
を移し、報道の中から災害色は薄れていく。女性自身において原発事故の話題は日常・
家庭生活の話題と連結し、節電グッズ、涼感グッズ、節約レシピ、安全食材といった
記事では震災について触れるものが少なくなっていく。コラム記事は長期にわたって
震災の話題を提供するものも見られたが、大部分は震災の直接的な影響に触れる内容
ではなくなっている。週刊現代と女性自身は、表紙のデザインも震災を意識したもの
になり、被災者へのメッセージを届ける著名人や被災現場の写真が用いられたが、半
年が経過する 9 月前後の表紙には、震災を想起させる画像や見出しは見られない。 
 
(3) 週刊誌における災害報道の意義と災害境界 
週刊誌は読んで字の如く 1 週間に一度発刊される情報媒体である。そのため、読者
が求めるのは新聞やテレビ、あるいはインターネットの様な即時的情報ではないと考
えられる。そこで期待されるのは、マスメディア報道とは異なる隠された真実であり
ながら、一定の検閲を経た非公式の情報、即ち「情報の闇市(ブラック・マーケット)」
(カプフェレ 1988: 15)とも言える娯楽性の高いものである。 
週刊誌報道では〔東北の夏祭り日めくり激熱カレンダー、今年の夏休みこそ東北 6
県で盛り上がろう♪〕(女性自身 2011 年 7 月 5 日)の様に「東北 6 県」、〔被災 3 県 小
学生 133 人本音アンケート!〕(女性自身 2011 年 6 月 21 日)の様に「被災 3 県(岩手県・
宮城県・福島県)」といった災害や復興についての分かりやすい枠組みが多く用いられ
ている。一方、〔賠償金のツケ 消費税 20% それでも東電を救うのか〕(週刊文春  2011
年 3 月 31 日)では、原発事故が全国民に及ぼす無視できない影響が語られ、〔検出は
702 件にも…〝規制値超え〟野菜が中京&関西に出荷されていた!!「放射能汚染食品 
89 品目」産地＆危険度全リスト〕(女性自身 2011 年 4 月 12 日)では、食品を通して日
本全国と震災が結び付けられており、原発事故を中心とした話題では国民や読者全体
に責任を問い、当事者して扱う論調の記事も掲載されている。紙面で設定された幾つ
もの境界を取捨選択することで、読者は災害の内部に自らを置き当事者として振る舞
うことが赦される一方、安全な距離をおいて苦しみを分析(解釈)する『のぞき趣味』(ア
ーサー他 2011)を満たすことが出来る。「東日本大震災」はあらゆる話題の枕詞のよう
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に用いられ、やがて日常の話題に同化していく。日常を彩る非日常の共通体験、誰も
が語ることの出来る輪郭不定の悲劇、それが週刊誌における東日本大震災報道の特徴
だと言えるだろう。 
 
5．現代災害における流言蜚語 
  
ここでは東日本大震災をめぐる流言蜚語の事例を収集・分析することで、震災が個
人的な情報発信の場においてどの様に語られ、その境界と当事者性がどの様に設定さ
れていたのかを明らかにする。本研究で収集した流言蜚語事例は Twitter によって拡
散されたものである 140 字以内の単文を登校することができるウェブサービスである
Twitter は、情報の発信、拡散が容易であり、震災時には個人だけでなく地方自治体
の情報発信にも用いられた 3。清水は流言蜚語の拡散について、「聴く資格のある人は
気心の判った人間、信頼出来る友人、味方といふやうな人に限られてゐる」(清水 1992: 
10)と述べている。互いの匿名性を確保しつつ、情報発信者の同一性を確認可能である
という、Twitter における情報発信者と情報受信者の関係は、流言蜚語の拡散に適し
た形式だと思われる。阪神･淡路大震災では、情報ボランティアと呼ばれた人々が震災
地内と外部間の情報交換、被災現場から救援センターへの情報伝達といった活動を行
い、救助活動に裏方として参画している。こういった活動は現代の災害でも Twitter
等で実行できるものである。なお本研究では発信者の悪意の有無に関わらず、デマや
不確定情報等を一括して流言蜚語として定義する。 
 
(1) 被害地域についての流言蜚語 
被害地域についての流言蜚語は、津波被災地域、及び一般的に「被災三県」と呼称
される岩手県、宮城県、福島県に関するものが大部分を占める。最も多いものはテレ
ビ等で報道されない被災地の凄惨な現状を訴えるものである。例えば、〔いわき市田人
では食料も水も来ていなくて人々が餓死寸前〕、〔茨城県高萩市、北茨城市で赤ちゃん
餓死〕といった流言蜚語を挙げることができる。〔石巻市で外国人犯罪、強姦事件の増
3 Twitter では、フォローしている相手の呟き(Tweet)がリストの様に並ぶ。広義でのソー
シャル･ネットワーキング･サービス(SNS)である。 
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加〕、〔仙台市三条中学校が外国人の心無い行動で避難所機能停止〕といった流言蜚語
には過去の災害事例が引き合いとされる事も多いが、後に扱うように、その事例も含
めて流言蜚語である場合も少なくない。写真に事実と異なる解説を付けて拡散された
事例も幾つか見られる。〔女川で中国人窃盗団が金庫をこじ開けようとしていた写真〕
として拡散された写真は、実際には海外ホームページに掲載された、地元住民が家の
金庫を開ける写真であり、〔これが津波被災地の様子です！〕という文章と共に拡散さ
れた遺体の写真は 2004 年スマトラ島沖地震に関するものだった。 
 
(2) 政治に関する流言蜚語 
特定の政治家、政党、政策に関する流言蜚語は、その多くが政府全体や特定の人物
に対する批判のニュアンスを含んでいる。〔民主党の辻元清美議員が｢事前協議なしの
着陸は安全を無視した行為｣として米軍の救援活動に抗議を行った〕の様に、辻本議員
に関する流言蜚語は多く、震災以前から一部で広まっていたものだが、東日本大震災
を機により広く認知されたと考えられる。菅首相が豪華な夕食をとっている(3 月 11
～15 日)〕、〔鳩山前首相が「原発から半径 200 キロは住めない」と発言した〕など当
時政権を担っていた民主党に関する流言蜚語も多い。〔小沢一郎被災で安否不明〕とい
う安否に関する流言蜚語も拡散された。 
 
(3) 原子力に関する流言蜚語 
 原発事故、放射能、放射線汚染は東日本大震災において最も多く流布、拡散された
流言蜚語の話題だと言える。〔行方不明扱いだった東電職員は冷却装置を誤作動させ郡
山市に逃亡していた〕といった事故に直接関わるもの、〔筑波大学の連絡によると約一
時間後には茨城にも放射能が来る〕といった被害の度合いに関するもの、〔埼玉県の水
道水が危ない〕といった食品に関するものなど、その幅は非常に広い。〔水を煮沸する
ことで放射性物質が取り除ける〕の様に放射線対策を標榜した流言蜚語も存在し、一
部は詐欺に利用された。〔タバコにはポロニウムが含まれていて危険〕、〔エアコンは外
気（放射能物質）を取り入れてしまうので、使用は控えるように〕といった被曝を警告す
る流言蜚語と共に、〔関西から東京･東北に電力が供給されるらしいからみんなで節電しま
しょう〕といった電力問題に関わる流言蜚語も拡散され、原発事故と日常生活の関わりが
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強調された。変わったものでは〔オリンピック開会式で日本選手団が途中退場したのは
二次被曝を恐れて、開会式に同席させてもらえなかったから〕という流言蜚語も拡散さ
れたが、実際は誘導ミスの結果であり、日本以外にも数カ国が同じ状況になっていた。 
 
(4) 地震被害･二次災害についての流言蜚語 
首都近郊での地震被害や、余震･二次災害に関する流言蜚語も幾つか見られた。〔コ
スモ石油千葉製油所で液化石油ガス(LPG)のタンクが爆発炎上した、有害物質が雨と
一緒に降る〕は Twitter だけでなく、チェーンメール等でも広く拡散され、原発事故
が周知された後は有害物質が放射線に置き換えられたものも出回った。〔富士山から煙
が出ている〕、〔関東に夜中大きい地震がくる〕といった更なる被害を警告する流言蜚語の
中には緊急地震速報を語る悪質なものも存在した。地震予知もこのカテゴリーに含めるこ
とが出来るかもしれない。 
 
(5) 著名人に関する流言蜚語 
著名人に関する流言蜚語は、死亡情報、善行の情報、非善行の 3 種類の情報に大き
く分けることが出来る。〔ポケモンのデザイナー田尻智が津波で死亡〕、〔ハローキティ
のデザイナー山口裕子が津波で死亡〕が死亡に関する代表的なものである。〔ワンピー
スの尾田栄一郎さん 15 億円寄付〕、〔ブリトニー、レディー･ガガらが億単位の巨額寄
付〕などが善行の代表的な流言蜚語である。非善行の流言蜚語としては〔アグネス･
チャンの呼びかけで集められた折鶴が紛失〕、〔堀江貴文氏は寄付金の一部を手数料と
称して着服している〕といったものが見られた。堀江貴文は過去に逮捕歴があり、ア
グネス・チャンは関連組織である日本ユニセフ共にしばしばインターネット上で非難
を受けていた。こういった非善行の流言蜚語は震災以前からの印象や先入観に依拠し
ていると考えられる。 
 
(6) 過去の災害に関する流言蜚語 
〔関東大震災時、阪神･淡路大震災時の強姦事件･在日外国人犯罪増加〕、〔オイルシ
ョックの時はパチンコ屋を営業禁止にした〕、〔阪神大震災や新潟中越地震は本震から
26 日後に最大余震が起きた〕、〔日本で 1970～2000 年に起きた震度 5 以上の地震は
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3954 回〕といった過去の災害に関する流言蜚語も震災後には幾つか見られた。強姦多
発･在日外国人犯罪の増加といった流言蜚語は震災以前からも広く知られており、取材
や現場にいた人々の証言からくり返し否定されているが、それにも関わらず今なお根
強く信じられている。余震発生時間や地震発生回数に関する流言蜚語は、データの誤
解や誤読が原因と推測される。 
 
(7) 海外に関する流言蜚語 
 〔トルコが 100 億円を寄付〕は善行に関する流言蜚語であり、中には〔日本政府が
米軍の支援を拒否、米軍は独断で支援強行〕の様に善行を賞賛すると同時に政府を非
難するニュアンスのものも存在する。非善行が強調される地域は限定されており、〔韓
国が震災記念 T シャツを作成〕、〔中国の救援隊が遺体写真を撮影〕といった中国と韓
国に関するものが大部分を占めていた。 
 
(8) 諸組織に関する流言蜚語 
〔自衛隊が個人からの支援物資を受け入れ〕といった自衛隊に関する流言蜚語は自
衛隊への期待が先行したもの考えられるが、一方で〔日本では物資の空中投下が認め
られていない〕は政府を非難するニュアンスを多分に含んでいる。〔日本ユニセフが震
災義援金を他用途へ〕、〔ピースボートが福島で救援物資を足止め〕、〔日本赤十字が義
捐金 300 億円をピンハネ〕といった寄付や支援に携わる団体に関する流言蜚語も見ら
れた。 
 
(9) 東日本大震災における流言蜚語 
情報の伝達が広域化した東日本大震災における流言蜚語はその信憑度を補強するた
めにしばしば海外の情報ソースが用いられた。また情報発信の個人化が進んだことに
より、どれほど奇異な情報であっても情報ソースの存在を否定しづらくなったこと、
個人や著名人に拡散されることで流言蜚語が真実味を得やすくなったことが流言蜚語
の拡散に寄与したと考えられる。 
 震災時拡散された流言蜚語の大部分は震災以前から流布されていた流言蜚語、ある
いは震災以前からの先入観に合致した「納得の流言蜚語」だったと考えられる。震災
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という巨大な出来事を体験したことにより、実在しない震災の影響が新たに作り出さ
れ、その際に想定される震災の姿は、震災以前の日常に基づいた価値観や意識が震災
というきっかけを得て流出したものが多分に含まれている。 
 震災時の情報拡散は情報ボランティアの理念を踏襲した支援活動であると同時に、
自身が想定する公正な因果関係や秩序に混乱した世界を当てはめることによって、恐
怖心の克服に一定の働きを持つと考えられる。また、人間の生死が関わる震災という
重要な局面において、自身で考え発言することは一定のリスクを伴う行動である。そ
の点、伝聞の拡散は責任を分散させつつ情報伝達欲求を満たすことができるという意
味で非常に魅力的に感じられる。こうした動機と、簡易な拡散の場が提供されたこと
により、東日本大震災に関する流言蜚語は拡散され、各々が想定する災害の輪郭を形
成したのである。 
 
6．終わりに 
 
 東日本大震災は広い範囲に大きな影響をもたらした巨大災害であるが、その際に予
測される震災像、報道される震災の側面は、大部分が震災以前の価値観や姿勢に則し
ている。〔トルコが 100 億円を寄付〕といった流言蜚語は震災以前のイメージに基づ
くものであり、〔官僚、秘書、政治部記者 75 人アンケート“バカ菅”ではもう無理 「危
機に強い総理」は誰だ!〕(週刊文春 2011 年 4 月 27 日)といった政治に関わる震災報道
の論調は、メディアの震災以前の姿勢がそのまま反映されている。一方、週刊誌報道
において〔社会「節電エコポイント制度」スタート 登録したらメリットはあるのか?〕
(週刊文春 2011 年 7 月 13 日)といった経済・暮らしに関わる記事にも震災が関連づけ
られている様に、震災の影響は実際以上に大きく見え、人々に意識され、発見される。
震災は日常の上に成立し、やがて再び日常に同化される非日常と言うべき存在である。
震災は独立して存在する出来事ではなく、その輪郭は震災以前の日常から延長された
ものだが、変化を発見しようとする試みにより、実際の震災の境界と想定される震災
の境界にギャップが生まれ、結果としてその輪郭は茫洋としたものとなる。 
 災害の影響が及ぶ範囲という最大限の境界について考えた場合、情報化が発展して
人間や物資の遠距離かつ迅速な移動が実現した今日において、その範囲は極めて大き
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く、災害を知り、何らかの関わりを得るだけならば、地理的な断絶は障害となり得な
い。S 氏は震災発生とほぼ同時に津波発生の事実を知っているが、仙台市内にいた E
氏は翌日までその事実を知ることは出来なかった。大多数の人々にとって災害の内部
と外部の行き来は容易であり、時には当事者として振る舞うことが許され、ある時は
非当事者として外部から災害を眺めることが出来る。災害の当事者性、即ち災害の所
有権を得るかどうかは、情報の取捨選択によって災害境界をどこに設定するかによっ
て決定され、災害のどの側面を意識するかで容易に変動する。しかしより強い当事者
性、大きな所有権を持つ者があらわれた際に、人は災害の所有権を譲らざるを得なく
なる。所有権の譲渡が繰り返された結果、最終的に災害を所有し手放すことがないの
は震災の犠牲となった人々であり、逆に言えばそれ以外の人々は災害の非当事者とな
ることができる。そして、こういったギャップや当事者性の書き換えが可能な状況こ
そ、周囲に対する疎外感や申し訳なさ、罪悪感へと結びついていると結論づけたい。
〔夜ふけのなわとび〕(週刊文春 2011 年 4 月 14 日)では、苦しみを共有できないとい
う罪悪感から逃れる手段としてのボランティアやチャリティについて言及している。
多くの人々は震災の境界線上に位置しており、震災の当事者となることも、非当事者
として外部から震災を眺めることも、震災と共に生きることも、震災を既に終わった
過去の思い出とする事も可能なのである。 
 
引用文献 
 
東浩紀 
 2013 『チェルノブイリダークツーリズムガイド』東京: 株式会社ゲンロン。 
廣井脩 
1983 「津波と日本人－日本人の災害観」『月刊消防』5(3): 106-112。 
1986 「災害行動と安否情報」『月刊消防』87(11): 115-122。 
1987 『災害情報調査研究報告書 No.19-都市災害の情報問題 –その 1』東京: 東京
大学新聞研究所。 
インド洋地震津波災害調査研究グループ 
2004 『インド洋地震津波災害』 
183 
 
東北人類学論壇 Tohoku Anthropological Exchange 13: 165-187 (2014) 
 
＜ttp://www.drs.dpri.kyoto-u.ac.jp/sumatra/index-j.html#earthquake_ 
overview＞、2014 年 3 月 27 日取得。 
カプフェレ、ジャン・ノエル 
 1988 『うわさ―もっとも古いメディア』古田幸男訳、東京: 法政大学出版局。 
北原糸子 
1987 「江戸時代における災害情報の伝達過程」『災害情報調査研究報告書 No.19－
都市災害の情報問題その 1』pp.1-33、東京: 東京大学新聞研究所。 
2012 「日本災害史とアーカイブズ―変わるものと変わらないもの」『情報知識学会
誌 2012』22(4): 316-327。 
クライマン、アーサー、ヴィーナス・ダス、マーガレット・ロック 
 2011 『他者の苦しみへの責任―ソーシャル・サファリングを知る』東京: みすず書
房。 
内閣府 
2005 『明治三陸地震津波』 
＜http://www.bousai.go.jp/kyoiku/kyokun/kyoukunnokeishou/rep 
/1896-meiji-sanrikuJISHINTSUNAMI/index.html＞、2014 年 3 月 27 日
取得。 
2005b 『明治三陸地震津波による被害』   
＜http://www.bousai.go.jp/kyoiku/kyokun/kyoukunnokeishou/rep/18 
96-meiji-sanrikuJISHINTSUNAMI/pdf/1896-meiji-sanrikuJISHINTSU
NAMI_07_chap3.pdf＞。2014 年、3 月 27 日取得。  
2005c 『明治三陸地震津波からの復旧』 
＜http://www.bousai.go.jp/kyoiku/kyokun/kyoukunnokeishou/rep/ 
1896-meiji-sanrikuJISHINTSUNAMI/pdf/1896-meiji-sanrikuJISHINTS
UNAMI_09_chap5.pdf＞。2014 年 3 月 27 日取得。 
2007 『関東大震災 被害の全体像』    
＜http://www.bousai.go.jp/kyoiku/kyokun/kyoukunnokeishou/rep/ 
1923--kantoDAISHINSAI/pdf/1923--kantoDAISHINSAI-1_04_chap1.pdf
＞、2013 年 12 月 4 日取得。 
184 
 
木村 災害の彼岸と此岸 
2011 『阪神･淡路大震災の概要と被害状況』   
＜http://www.bousai.go.jp/kyoiku/kyokun/pdf/101.pdf＞、2014 年 3 月 27
日取得。 
中井久夫 
2011 『災害がほんとうに襲った時－阪神淡路大震災 50 日間の記録』東京: みすず
書房。 
大矢根敦 
2007 「原子力災害の認識と対応」大矢根淳・浦野正樹・田中淳・吉井博明編  
『災害社会学入門(シリーズ災害と社会①)』pp.179-193、東京: 弘文堂。 
清水幾太郎 
1960 「日本人の自然観」伊藤整・清水幾太郎編『発想の諸形式(近代日本思想史講
座 3)』pp.11-62、東京: 筑摩書房。 
1992 『流言蜚語・青年の世界・人間の世界(清水幾太郎著作集 2)』東京: 講談社。 
田中重好、高橋誠、インファン･ジックリ 
2012 『大津波を生き抜く－スマトラ地震津波の体験に学ぶ』東京: 明石書店。 
田中次郎・田中重好・林春男 
1986 『災害と人間行動(動物 その適応戦略と社会 14)』東京: 東海大学出版会研究
室。 
米地文夫・今泉芳邦 
1994 「地名『三陸地方』の起源に関する地理学的ならびに社会学的問題」『岩手大
学教育学部研究年報』54(1): 131-144。 
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2011 年 3 月 22 日 
 〔大事な家族も、無事に避難できました 助かった犬〕。 
〔原発被曝極限の現場を行く!予定日は 3 月 29 日 臨月母負けない! 「生まれてく
る娘だけが希望だから…」〕。 
〔雅子さま “帰宅難民”の母子たちに届けたぬくもりのコンソメスープ〕。 
2011 年 4 月 5 日 
 〔夏の電力不足 太陽光は救世主になれる!?〕。 
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2011 年 4 月 12 日 
 〔内部被曝 リスク回避する「魚の選び方・食べ方」〕。 
〔「東北に明るい光を――」特別メッセージ&チャリティバザー密着 寂聴「信じ
ましょう。祈りましょう。」〕。 
〔検出は 702 件にも…〝規制値超え〟野菜が中京&関西に出荷されていた!!「放射
能汚染食品 89 品目」産地＆危険度全リスト〕。 
2011 年 6 月 21 日 
 〔被災 3 県 小学生 133 人本音アンケート!〕。 
2011 年 7 月 5 日 
 〔東北の夏祭り日めくり激熱カレンダー、今年の夏休みこそ東北 6 県で盛り上が
ろう♪〕。 
2011 年 7 月 19 日 
 〔節電&猛暑ニッポンを救う 五郎エコ!〕。 
週刊文春 
 2011 年 3 月 24 日 
〔伊集院静の「悩むが花」〕は読者から寄せられた質問に答えるコーナーであり、
〈揺さぶられた時にこそ、男の真価は問われるぞ〉。 
〔先ちゃんの浮いたり沈んだり〕。 
2011 年 3 月 31 日 
〔賠償金のツケ 消費税 20% それでも東電を救うのか〕。 
2011 年 4 月 7 日 
 〔テレビ NHK レギュラーで全局制覇。たけしが TV に出続ける事情〕。 
2011 年 4 月 14 日 
 〔夜ふけのなわとび〕。 
2011 年 4 月 27 日 
  〔官僚、秘書、政治部記者 75 人アンケート“バカ菅”ではもう無理 「危機に強
い総理」は誰だ!〕。 
週刊現代 
 2011 年 3 月 28 日 
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  〔福島第一原発 隠された真実〕。 
〔菅直人という「風評被害」〕。 
〔続・東日本大震災の記憶 帰らぬ人よ〕。 
 2011 年 4 月 4 日 
  〔宮城県石巻市立大川小学校「たった 5 人の卒業式」もう君たちは戻ってこない
のか〕。 
〔原発 30km 圏内 放射能が変えた「人生」 南相馬 そして最終バスは出て行った〕。 
 2011 年 4 月 18 日 
  〔原発列島ニッポンの虚実 神の火 原発(MarkⅠ型)の最深部を視る〕。 
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